
第 ２ 章  用 語 の 定 義

１ 用語の定義

主な水防用語の定義は、次のとおりである。 

（１）水防管理団体（法第 2条第 2 項） 

 水防の責任を有する市町村又は水防に関する事務を共同に処理する水防事務組合を 

いう。 

（２）指定水防管理団体（法第 4条） 

 水防上公共の安全に重大な関係のある水防管理団体として知事が指定することがで 

きる。 

（３）水防管理者（法第 2条第 3 項） 

 水防管理団体である市町村の長又は水防事務組合の管理者若しくは長をいう。 

（４）消防機関（法第 2条第 4 項） 

 消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 9 条に規定する消防の機関（消防本部、消

防署及び消防団）をいう。 

（５）消防機関の長（法第 2条第 5 項） 

 消防本部を置く市町村にあっては消防長を、消防本部を置かない市町村にあっては 

消防団の長をいう。 

（６）水防団 

 法第 6 条に規定する水防団をいう。 

（７）量水標管理者（法第 2条第 7 項、法第 10 条第 3 項、法第 12 条） 

 量水標、験潮儀その他の水位観測施設の管理者をいう。 

都道府県の水防計画で定める量水標管理者は、都道府県の水防計画で定めるところに

より、水位を通報及び公表しなければならない。 

（８）水防協力団体（法第 36 条第 1 項及び第 2項） 

 水防管理者は、次条に規定する業務を適正かつ確実に行うことができると認められ 

る法人その他これに準ずるものとして国土交通省令で定める団体を、その申請により、 

水防協力団体として指定することができる。 

（９）洪水予報河川（法第 10 条第 2 項、法第 11 条第 1 項、気象業務法（昭和 27 年法律第

165 号）第 14 条の 2 第 2 項及び第 3項） 

 国土交通大臣又は都道府県知事が、流域面積が大きい河川で、洪水により国民経済 

上重大又は相当な損害が生じるおそれがあるものとして指定した河川。国土交通大臣 

-2-



又は都道府県知事は、洪水予報河川について、気象庁長官と共同して、洪水のおそれ 

の状況を基準地点の水位又は流量を示して洪水の予報等を行う。 

（10）水防警報（法第 2条第 8 項、法第 16 条） 

 国土交通大臣又は都道府県知事が、洪水、津波又は高潮により国民経済上重大又は 

相当な損害が生じるおそれがあると認めて指定した河川、湖沼又は海岸（水防警報河 

川等）について、国土交通大臣又は都道府県知事が、洪水、津波又は高潮によって災 

害が起こるおそれがあるとき、水防を行う必要がある旨を警告して行う発表をいう。 

（11）水位周知河川（法第 13 条） 

 国土交通大臣又は都道府県知事が、洪水予報河川以外の河川で洪水により国民経済 

上重大又は相当な損害が生じるおそれがあるものとして指定した河川。国土交通大臣 

又は都道府県知事は、水位周知河川について、当該河川の水位があらかじめ定めた特 

別警戒水位に達したとき、水位又は流量を示して通知及び周知を行う。 

（12）水位到達情報 

    水位到達情報とは、国土交通大臣又は都道府県知事が指定した水位周知河川におい 

   て、あらかじめ定めた避難判断水位への到達に関する情報のほか、氾濫注意水位（警 

   戒水位）、氾濫危険水位（特別警戒水位）への到達情報、氾濫発生情報のことをいう。 

（13）水位の通報（法第 12 条第 1 項） 

都道府県の水防計画で定める水防管理者又は量水標管理者は、洪水若しくは高潮のおそ

れがあることを自ら知り、又は第 10 条第 3 項若しくは前条第 1 項の規定による通知を受

けた場合において、量水標等の示す水位が都道府県知事の定める通報水位を超えるとき

は、その水位の状況を、都道府県の水防計画で定めるところにより、関係者に通報しなけ

ればならない。

（14）水位の公表（法第 12 条第 2 項） 

    都道府県の水防計画で定める量水標管理者は、量水標等の示す水位が警戒水位を超 

えるときは、その水位の状況を、都道府県の水防計画で定めるところにより、公表し 

なければならない。 

（15）水防団待機水位（通報水位） 

 量水標の設置されている地点ごとに都道府県知事が定める水位で、各水防機関が水 

防体制に入る水位（法第 12 条第１項に規定される通報水位）をいう。 

（16）氾濫注意水位（警戒水位） 

 水防団待機水位（通報水位）を超える水位であって、洪水又は高潮による災害の発生 

を警戒すべきものとして都道府県知事が定める水位（法第 12 条第２項に規定される警 

戒水位）をいう。水防団の出動の目安となる水位である。 

 量水標管理者は、量水標等の示す水位が氾濫注意水位（警戒水位）を超えるときは、 

その水位の状況を公表しなければならない。 

-3-



（17）避難判断水位 

 高齢者等避難発令の目安となる水位であり、住民の氾濫に関する情報へ注意喚起と

なる水位をいう。 

（18）氾濫危険水位 

 洪水により相当の家屋浸水等の被害を生じる氾濫の起こるおそれがある水位をい

う。市町村長の避難指示発令の目安となる水位である。水位周知河川においては、法

第 13 条第１項及び第２項に規定される洪水特別警戒水位に相当する。 

（19）氾濫する可能性のある水位 

洪水予報区間内で最も早く越水する可能性のある水位をいう。 

なお、個別対応区域は除いている。 

  ※ 個別対応区域とは、洪水予報区間内で、洪水予報を発表する基準水位に達していな 

  くても、堤防が低いなどにより氾濫が発生し、かつ、その浸水範囲が限定的である区 

域をいう。 

（20）重要水防箇所 

 堤防の決壊、漏水、川の水があふれる等の危険が予想される箇所であり、洪水等に 

際して水防上特に注意を要する箇所をいう。 

（21）洪水浸水想定区域（法第 14 条） 

洪水予報河川及び水位周知河川について、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、 

   又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省令で 

   定めるところにより、想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合に浸水が想定 

   される区域を洪水浸水想定区域として指定するものとする。 
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